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第10回複合・合成構造の活用に関するシンポジウム

　本研究ではP-Δ効果，部材の耐力劣化を考慮した時刻歴応答解析を行い，SRC造超高層建築物の終局耐

震性能を明らかにすることを目的としている．

　まず SRC造部材の耐力劣化を考慮した応力 -歪関係モデルを提案し，既往の部材実験・骨組実験と比較

し，解析精度を確認している．続いて，既存SRC造超高層建築物の代表的な骨組モデルを作成し，時刻歴

応答解析を行った．解析では，予測波・観測波に対する骨組の挙動，IDA(Incremental Dynamic Analysis)に
よる終局耐震性能および部材の耐力劣化の影響が現われ始める地震動レベルについて明らかにしている．

Key Words : SRC High-rise Building , P- effect , Strength deterioration of structural members ,
Time history response analysis , Incremental dynamic analysis

1. 序

　今日，我が国における耐震設計は当該建築物が経

験する可能性のある設計用地震力に対し，変形量や

応力値が許容範囲にあるかどうかを検定することに

よって，安全を確保している 1）．しかし，設計時に想

定していたレベルを超える地震動が作用した場合の

建築物の安全性は極めて不明瞭である．

　近年では1995年の兵庫県南部地震を契機に，通常

の設計で想定されてきた地震動を大きく上回るレベ

ルの強震記録が多数観測されるようになってきた．

また，2011 年の東北地方太平洋沖地震では，長周期

の揺れが長時間継続し，超高層建築物が共振を起こ

し大きな変位応答が観測され，非構造部材が損傷し

た事例も多数報告されている2）．今後高い確率で発生

すると予測される東海・東南海・南海連動巨大地震

や首都直下型の大地震における長周期地震動・長周

期パルス地震動の超高層建築物への影響が懸念され

ている．

　現行の耐震設計では，想定される変形の範囲内に

おいて，架構全体に及ぼす影響が小さいという理由

でP -効果は無視されている．しかし巨大地震発生

時に想定を超えた大変形が生じた場合，超高層建築

物では，下層部において鉛直荷重によるP - 効果の

影響が大きくなると考えられる．その結果，振動の

中心が片側に偏り，入力エネルギーが大きなものに

なれば一方向に変形が進行する不安定応答となり崩

壊に至る可能性がある 3）．またP -Δ効果を考慮した

場合，建築物の下層部で複数層にわたって弓なりに

変形が進行していく下層部変形集中現象が報告され
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ている 4）．さらに部材の耐力劣化によってこれらの

現象が大きく加速する恐れがある．超高層建築物の

耐震余裕度を評価するためには，P -Δ効果や部材の

耐力劣化を適切に考慮した解析モデルにより想定レ

ベルを超えた地震動に対する検証を行い，終局耐震

性能を明らかにする必要がある．

　本研究で用いている解析モデルに対して，鉄骨（以

下S），コンクリート充填鋼管（以下CFT），鉄筋コン

クリート（以下RC）造超高層建築物の研究成果は既

報 5），6）で発表されており、本研究では鉄骨鉄筋コン

クリート（以下 SRC）造超高層建築物について検討

を行う．

2. 解析手法の概要

　本解析は有限要素法に基づく平面骨組の弾塑性時

刻歴応答解析であり，解析に使用した剛性関係式の

導出は文献 7)に詳述されている．骨組の各部材は複

数の柱梁要素で構成されており，その柱梁要素の軸

方向変位は1次多項式，たわみは3次多項式の変位関

数を仮定して，要素座標軸上でLagrange記述によっ

て定式化されている．また要素座標系は要素の両材

端が常に 1 つの座標軸上にあるように骨組の変形と

ともに移動するため，ラーメン架構の解析モデルで

は鉛直荷重による P - Δ効果が考慮されることにな

る．柱梁要素の断面は微小断面に区分され，それぞ

れが応力繊維を構成する．要素の断面力と断面剛性

は，これらの応力繊維に対する数値積分で与えられ，

材端力は Gauss積分で与えられる．

　SRC 造部材断面は全て図 1 に示すように，曲げが

入力される y 方向に対して分割する．主筋に関して

は，曲げが入力されるy軸（断面を2分する線）上に

位置するものとして取扱い，解析プログラムでは断

面積として入力する．つまり，図 1のように，x-y座
標軸上でy座標が同じ鉄筋に関しては，y軸上の点に

鉄筋の断面積の合計を入力する．

　材長方向には図 1 に示すように柱梁端部に剛域 8)，

塑性域 9)，10)を設けている．ただし部材解析において

は，端部には剛域を設けていない．

　時刻歴応答解析を行う場合の減衰は，全骨組で剛

性比例型とし，架構モデルの 1 次固有モードに対す

る減衰定数は3%と定めた．応答解析はNewmark-法
11)による微小時間増分に対して行い，の値は 0.25，
時間刻みは 0.02s とした．各増分段階では Newton-
Raphson法による収束計算を行い，不釣り合い節点力

を解消する．収束が得られない場合は，その都度時

間刻みを小さく設定して再計算を行う．

3. SRC造部材要素の応力‐歪関係モデル

　既報12）で整備されたS造部材，RC造部材における

鋼材とコンクリートの応力 -歪関係モデルを統合し，

それらに鉄骨の劣化開始の遅れと，鉄骨フランジに

拘束されたコンクリートの強度上昇というSRC造部

材としての特性を加えた応力-歪関係モデルを提案す

る．

　鉄骨の劣化開始時の歪が鉄骨フランジに拘束され

たコンクリートの劣化開始時の歪以上となるように

して鉄骨の劣化開始の遅れを考慮している．また鉄

骨フランジに拘束されたコンクリートの強度は既往

の研究 13）に基づき，せん断補強筋内側部分のコンク

リート強度の1.1倍としている．また十字形の内蔵鉄

骨にもH形鋼と同様の応力 -歪関係モデルを用いる．

　図2に鋼材とコンクリートの応力-歪関係モデルの

スケルトンカーブを示す．ただし，応力-歪関係モデ

ルの算定式は付録に示している．

図1　柱梁要素の分割

（Ⅰ）被りコンクリート
（Ⅱ）コアコンクリート
（Ⅲ）鉄骨フランジに拘束
　　されたコンクリート

　    （a）鋼材           　    　　　      （b）コンクリート

　　　　　図 2　応力‐歪関係のスケルトンモデル
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4. 実験結果との比較による解析精度の検証

　ここでは先に述べた解析手法，SRC 造部材要素の

応力 - 歪関係モデルを用いて，既往の実験のシミュ

レーション解析を行い，実験結果との比較検証によ

り解析の精度を確認する．

（1）部材実験との比較

　検証対象として用いた実験は，図 3 に示す単純支

持梁の単調載荷実験（Type1）と一端固定他端自由の

片持ち柱の繰返し載荷実験（Type2）である．また繰

返し載荷実験では，H形鋼を内蔵したものと十字形

鋼を内蔵したものの両方を採用している．

（2）骨組実験との比較

　部材実験に続いて，既往の骨組実験のシミュレー

ション解析を行い，実験結果との比較により，提案

した部材要素モデルの骨組への適用性を検証する．

検証対象として用いた実験は，SRC 造 1 層骨組の静

的繰返し載荷実験 17)，18)，19)である．この実験ではH形

鋼の配置も実験変数となっている．

（3）結果

　図 4，図 5に解析結果と実験結果の荷重 -変形関係

を示す．

　部材実験との比較では，どの載荷方法でも非常に

よく実験を追跡できており，先に示したSRC造部材

の応力-歪関係モデルの妥当性を確認することができ

た．

　骨組実験との比較では，　骨組の階高やH形鋼の強

軸・弱軸配置を問わず，いずれもよく実験を追跡す

ることができており，応力-歪関係モデルの骨組への

適用性を確認することができた．

　       　　 （a）部材実験　　　　　　          （b）骨組実験

　　　　　　     　　  図 3　載荷方法
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表 2　SRC 造骨組実験の試験体諸元

表 1　SRC 造部材実験の試験体諸元

Type1
P/2 P/2 Type2

Q
Q

形状
断面寸法

[mm]

馬込等
14) 240×240 100×100 Type1

李等
15) 100×100 60×60 Type2

堺等
16) 200×200 十字形 120×60 Type2

載荷形式文献
断面寸法

[mm]

鉄骨

H 形

H 形

試験体
B

[N/mm2]
n

(=N /N y)

B：コンクリート強度　　　n：軸力比

弱軸方向

SRC-S12-06 23.5 0.34
SRC-S12-03 20.7 0.16

強軸方向

SRC-W06-05 23.2 0.29
SRC-W06-01 26.1 0.07

H 形鋼

配置
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5. SRC造超高層建築物の解析計画

（1）構造計画および設計

　既存SRC造超高層建築物の代表例となる骨組を作

成をする．SRC 造超高層建築物の時系列統計データ

が RC 造と比べて乏しいため同様の目的で作成され

た RC造 30層骨組 6)と同じものを用いることとする．

断面も既存の代表例となるように配慮しつつ，RC造

と各層の剛性がほぼ等しくなるように設計する．そ

れにより設計レベルを超えた地震動が入力されたと

きにRC造30層骨組に対してSRC造30層骨組がどの

ような応答を示すかを比較検討できるようにする．

コンクリート強度，各層の重量も上記の理由により，

RC 造 30 層骨組と同様のものを用いる．

　上で述べた条件に基づいて作成したSRC造30層骨

組モデルの概要を表3，図6に示す．ここでSRC30層
骨組は柱に内蔵された鉄骨が十字形鋼のモデル（略

称：SRC-2H）とH形鋼のモデル（略称：SRC-1H）を

作成している．

　作成したSRC造30層骨組に対して，既存超高層建

築物で採用されてきたクライテリア 20)を満足するよ

うに一次設計，二次設計を行った．一次設計では Ai

分布に基づく層せん断力を入力する静的増分解析を

行う．また，標準的な地震動波形として設計に多用

される観測波 3 波（El Centro NS 波，Taft EW 波，

Hachinohe NS 波）21)と，告示スペクトルを満足する

ように設定された模擬地震動のArt-Hachi波22)を用い

た時刻歴応答解析を行う．その際，最大地動速度

（PGV）をレベル1（25[cm/s]）に基準化した地震動に

対し最大応答層間変形角が 1/200 [rad] 以下であるこ

とを確認する．二次設計では先に挙げた地震波を用

い最大地動速度PGVをレベル2（50[cm/s]）に基準化

した地震動に対し時刻歴応答解析を行い最大応答層

間変形角が 1/100 [rad] 以下，梁部材塑性率が 4.0 以

下であることを確認する．

　図 7 に二次設計用地震動による応答解析結果の一

例を示す．最大応答層間変形角を見ると，レベル2の

地震動では解析対象骨組の SRC造30層骨組がRC造

骨組に対して，概ね等しい解析結果となっているこ

とがわかる．

（2）時刻歴応答解析の計画

　本研究では部材の耐力劣化が骨組の終局挙動に及

ぼす影響を考察するために，劣化を考慮した骨組と

劣化を考慮しない骨組の2通りの解析を行う．図8に
代表部材に対して静的解析を行った結果を示す．

　時刻歴応答解析は長周期地震動，長周期パルス地

震動，および IDAにより行う．長周期地震動は予測

波であるC-SAN EW波23)と観測波であるMYG004-NS
波 2 4 ) ，長周期パルス地震動は予測波である

UMT23D06-EW波とUMT32A02-EW波25)を採用する．

これら4波は原波に対して解析を行う．IDAでは長周

表 3　SRC30 層骨組の柱梁断面一覧（柱内蔵鉄骨：十字形鋼）

図7　二次設計における
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6. 解析結果

（1）長周期地震動，長周期パルス地震動の検討

　図10，図11に全ての長周期地震動，長周期パルス

地震動に対する最大層間変形角（安全限界値 R=1/
75[rad]），残留層間変形角，梁塑性率（安全限界値

=5.0）の応答値を示す．図10と図11を比較すると，

骨組の違いによる応答結果の違いはほとんど現われ

なかった．また，どの地震動に対しても劣化の影響

は見られなかった．しかし，C-SAN EW波の梁塑性

率，UMT23D06-EW波とUMT32A02-EW波の最大層

間変形角と梁塑性率で安全限界値を超える結果と

なった．また図12に最大層間変形角の解析結果の一

例を示しており，UMT23D06-EW波では中層部が大

きく応答していることが分かる．

（2）IDA(Incremental Dynamic Analysis)

　IDAでは劣化の影響に加えRC造骨組に対する比較

検討も行った．Art-Hachi 波に対して，SRC30-2Hで

は， =5 で崩壊に至り，SRC30-2Hでは  =4 で崩壊

に至った．図 13では Art-Hachi波 =1~5に対する残

留層間変形角の推移を RC 造骨組と比較している．

SRC30-2Hが最も劣化の開始が遅く，その進行も鈍

い．この差はSRC造に内蔵された鉄骨による軸力比

の軽減と考えられ，SRC 造でも柱の内蔵鉄骨が十字

形鋼か H形鋼かで，結果に大きな差異が見られた．

　図 14では SRC30-1Hが崩壊に至ったArt-Hachi波
=4 の残留変形図を示している．SRC30-2Hはまだ崩

壊には至っていないが，劣化考慮の結果の方が劣化

無視の結果より下層部で大きく変形しており，逆に

上層部では劣化無視の結果の方が変位が大きくなっ

ている．つまり，耐力劣化の影響により下層部に変
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図10　SRC30-2Hの解析結果（①～④は表 4 の番号に対応）
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表4　検討地震波諸元

① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④

① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④
注　　　表中の番号①～④は図10，図11の番号に対応

継続時間
[s]

PGA
[m/s2]

PGV
[m/s] 備考

① C-SAN EW 327.7 1.86 0.49 予測波

② MYG004 NS 300.0 27.00 1.53 観測波

③ UMT23D06-EW 40.95 8.86 1.63

④ UMT32A02-EW 40.95 3.87 1.18
163.8 4.67 0.64
120.0 3.56 0.80
60.0 4.70 0.55
80.0 3.50 0.60

予測波

模擬

地震波

地震動名

Art-Hachi
BCJ-L2

JSCA Kobe
Yokohama

期領域で速度応答スペクトルがほぼ一定となる模擬

地震動を用いることとし，前述したArt-Hachi波，日

本建築センターが公開しているBCJ-L2波26)，告示波

である JSCA Kobe 波 27)，横浜市が公開している

Yokohama波 28)の4波に対して検討を行う．解析中に

数値が発散するか，あるいは残留層間変形角が崩壊

の目安となる1/20 [rad] を超えるまで解析を続行する

こととし，地震動倍率=1から0.5刻みで骨組が崩壊

に至るまで解析する．図 9 に検討地震波の速度応答

スペクトル，表 4 に検討地震波の諸元を示す．
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形が集中し，劣化考慮の有無により崩壊モードが変

化していることが分かる．

　図 15，図 16 では，SRC30-2Hが崩壊に至った Art-
Hachi 波  =5 の解析結果を示している．図 15 より，

一度大きな変形をしてからは，変位が 0 まで戻るこ

となく，変形が片側に累積し崩壊に至っていること

が確認できる．図16より，特に下層部の応答に劣化

の影響が大きく現れていることがわかる．

　図17に劣化を考慮した骨組の応答値を劣化を無視

した骨組の応答値で除した値を示す．つまり，この

図では縦軸が 1であれば，耐力劣化の影響はなく，1
から遠ざかるにつれて劣化の影響が大きくなるとい

うことを表している．SRC30-2HとSRC30-1Hは概ね

等しい傾向となっており，最大層間変形角はPGVが

2.5[m/s]程度で劣化の影響が現われている．しかし，

柱塑性率では1.5[m/s]程度で劣化の影響が現われ始め

ている．

 （a）劣化無視　   　（b）劣化考慮

    図 16　SRC30-2H の塑性ヒンジ図

                     Art-Hachi  =5
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（a）部材角の時刻歴応答　　　　   　  　（b）M-R 関係

   　　　　　　図 15　SRC30-2H の 1 層外柱

　　　　　　　　　　Art-Hachi  =5

　  （a）SRC30-2H 　　　     （b）SRC30-1H  　           （c）RC 造骨組

  図 13　1層柱の残留層間変形角における劣化の影響

                Art-Hachi   =1 ～ 5

　  　　（a）SRC30-2H      　　   　     （b）SRC30-1H
  図 14　Art-Hachi   =4.0 に対する残留変形図

（変形× 20 倍）
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図 17　SRC30-2H における耐力劣化の影響
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　     （a）Art-Hachi　　                      （b）JSCA Kobe

　      （c）BCJ-L2　　                        （d）Yokohama

図18　SRC30-2Hにおける最大層間変形角の IDA結果

　図 18には，それぞれの地震波に対する最大層間変

形角の推移を示している．先に述べた様に，PGVが

2.5[m/s]程度で劣化の影響が現われており，また柱の

内蔵鉄骨がH形鋼の骨組の方が，小さい PGVで崩壊

に至っていることが分かる．

　ここからは図18より変位と劣化の影響について検

討を行う．まず最大層間変形角で劣化の影響が見ら

れたPGVが2.5 [m/s] 程度のときの最大層間変形角は，

図 18 よりどの地震波でも概ね 0.03[rad]となってい

る．また，柱塑性率で劣化の影響が現われ始める

PGV1.5 [m/s] のときの最大変位は，どの地震波でも概

ね0.015 [rad] となっている．

　以上より，地震動の強さだけでなく，変形量によっ

ても，いつ耐力劣化の影響が現われ始めるか推測で

きることが確認できた．これにより，層間変形角が安

全限界値（1/75[rad] ）を少し超えた程度でも柱の塑

性率では劣化の影響が現われる危険性があることが

分かった．

7. 結論

　本研究では，既存 SRC造超高層建築物の時刻歴応

答解析を行い以下の知見を得た．

1）

2）

謝辞：本研究は科学研究補助金基盤研究（B ）

No.23360245（研究代表者：上谷宏二）の補助を受け

て実施した．ここに記して謝意を表す．
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予測波の原波に対して，劣化の影響は見られな

かったが安全限界を超えるものがあることがわ

かった．また，原波に対しては SRC部材の内蔵鉄

骨の違いによる応答の差は見られなかった．

複数の地震波を用いた IDAにより，SRC造超高層

建築物の耐震性能および崩壊性状を確認した．そ

の際，軸力比の違いにより，柱の内蔵鉄骨が十字

形鋼よりH形鋼の骨組の方が小さな地震動レベル

で崩壊に至っており，崩壊時は下層部で劣化の影

響が顕著であった．また，劣化の影響が現われる

地震動レベルを確認できた．さらに，地震動レベ

ルだけでなく変形量に対しても，いつ劣化の影響

が現われるか確認することができた．
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 = (D -2T f)2/T w
2・ y (B /2T f )2・ y

= 0.18/ f +2.6/ w+0.3 0.5/ f +5.7/ w -4.0

m=

 d 1=

 d 2=
r d =

B :角形鋼管の鋼管幅  [mm]    D :円形鋼管の鋼管せい  [mm]
T :鋼管厚  [mm]                        T w :ウェブ厚  [mm]
T f :フランジ厚  [mm]                 y:鋼材の降伏点歪

-0.003

max[ f・ y , w・ y]

-0.57f 2 -0.0046w
2-0.0005

-0.56f -0.062w+0.98

H形鋼

表 5　H形鋼でのモデル変数

図 19　鋼材の応力‐歪関係のスケルトンモデル

図 20　コンクリートの応力‐歪関係の

　　　スケルトンモデル

表6　各種コンクリートでのモデル変数

被りコンクリート
せん断補強筋

内部のコンクリート

H形鋼に内蔵

されたコンクリート

K = c / p = 1 1+23 re/ p 1.1×(1+23 re /p )

 re= 0

W= 1.50-17.1×10-3 p

 c/p = 1
1.0+4.7(K -1)      [K≦1.5]

3.4+20(K -1)      [K>1.5]

 h /2・wy(w /C )(1-x /2D c)

1.50-17.1×10-3 p +1.59 re
0.5

C:せん断補強筋の有効支持長さ[mm]
Dc:外周せん断補強筋の芯々間距 [mm]
w:せん断補強筋の公称直径[mm]
x:せん断補強筋間隔[mm]
p:プレインコンクリートの

圧縮強度 [N/mm2]
wy:せん断補強筋の降伏応力度[N/mm2]

K:プレインコンクリートの圧縮強度

に対する上昇率

re:有効側圧因子

w:せん断補強筋の体積比

Ec:コンクリートのヤング係数[N/mm2]
p:プレインコンクリートの圧縮強度

時の歪


